
九電は原発負の遺産から逃れることはできない 

玄海原発１・２号機廃炉で見えてきた新たな問題 

小坂正則 

 

負の遺産、原発廃炉の時代に突入 
 
 九州電力は玄海原発１号機（55.9 万 kw）を 2015

年に廃炉と決めました。玄海２号機（55.9万 kw）は、

これまで動かすとも廃炉にするとも決めずにズルズ

ルと引き延ばしてきましたが、今年２月 13日に九電

は取締役会で正式に廃炉を決しました。 

 これで 54基あった日本の原発の 24基が廃炉とな

りました。これから九州電力は玄海１、２号を 30～

40年間、合計 730億円かけて廃炉作業を行う予定で

すが、実はいくらかかるかはやってみなければ分か

らないのです。ただ、これまで廃炉費用の実績から

ある程度の試算は可能です。廃炉先進国の英国ウェ

ールズ地方のトロースフィニッド発電所（出力 23.5

万 kw、2基）の作業に入っています。 1993年の作

業開始から 20 年で「既に 99％の放射性物質を除去

した」そうですが、2026年に一旦作業を中断して、

放射能が少なくなるのを待ってから、2073年から最

終処分に取りかかるそうです。総費用は現段階の試

算で 900億円の予定ですが、実際にはやって見ない

と分からないそうです。 

 日本でも実績があります。日本原電は、東海原発

（16.6万 kw）の廃炉費用を 850億円と見込み、2020

年度までに終了させる予定ですが、長引けばそれ以

上かかるのです。 

 東海原発の５倍以上の大きさで、しかも２機の原

発を九電が 730 億円で解体できるはずはありませ

ん。しかもここから出る放射性廃棄物 40 万トンの

内、６千トンは地下に埋設処分を行う予定なのです

が、玄海原発は処分地をこれから探すそうです。高

レベル廃棄物の処分地が日本中で決まらない現状

で、原発から出る放射性廃棄物を受け入れる地域が

果たしてあるのでしょうか。24基全ての原発がこれ

から放射性廃棄物の処分地を探す予定なのです。 

ここでも原発が「トイレのないマンション」である

ことが証明されます。 
 

原発廃炉費用は膨大な時間と経費がかかる 
 
 英国 29 基の原発の廃炉費用を英国政府は約９兆

円と試算しています。１機３千億円です。ところが

日本政府の試算では 54機で３兆円だそうです。しか 

し、そんなに安く廃炉作業はできないでしょう。 東

電福島原発事故処理費用が最新の見積もりで 22 兆

円です。廃炉費用だけでは８兆円だそうです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2月 13日玄海２号の廃炉会見 

九州電力池辺和弘社長（右） 

 

 その費用は電気料金と税金で賄われるのです。し

かし、実際には８年経った今でも放射能デブリを取

り出す計画すらできていません。これから原発事故

処理には50兆円とも100兆円とも言われているので

す。 

 さて、福島第一原発４機を除く 50機で３兆円とし

たら、１機 600億円となります。しかし、英国の３

千億円に比べたら 1/5 の経費しか見積もっていない

のです。電力会社はそれだけの予算さえも積み立て

ていないのが現状なのです。ですから足りなくなっ

た廃炉費用は電気料金や国民の税金で賄ってもらう

計画なのです。盗人猛々しい話です。 
 

原発廃炉費用を新電力も負担 
 
 地域独占の電力会社の電気料金を決める方法とし

て「総括原価方式」が採用されてきました。2020年

の「発送電分離」以降も離島など電力自由化の恩恵

を受けることができない地域には残るものです。 

これは電力会社の資産や経費の３％を利益として電

気料金を決めるという方法です。ですから資産や経

費が多ければ多い程、利益が得られるという方法で

す。そこで、廃炉となれば資産価値はゼロになるた

め、経産省はまず、これまで運転されてきた原発の

廃炉費用を捻出させるために２つの方法を導入しま

した。 

 １つが廃炉となった「資産価値ゼロの原発」を「資

産価値がある」と見なして、その分を電気料金算出

のための資産として計算していいことにしたので

す。 

 もう１つは電力自由化で新電力に乗り替えたお客

は電力会社の廃炉費用を払わなくなるので、そうす



ると原発の廃炉費用が賄われなくなることから、新

電力へ乗り替えたお客にも廃炉費用を負担させるこ

とにしたのです。しかも廃炉費用だけではなく、東

京電力福島原発事故の処理費用も送電線の使用料金

（託送料）の中に含まれているのです。 
 

九州電力が倒産する日は来るか？ 
 
 下の図は九州電力の債務と資産の図です。3.1兆円

の債務で純資産は 4300億円しかないのです。現在は

低金利ですから金利が１％としたら、年間 310億円

の金利負担でいいのですが、これが２％となれば

620 億円の金利負担となります。３％だと毎年金利

だけで純利益の倍の 930億円です。そんな金利を支

払えるだけ利益を出すには電気料金を上げる必要が

ありますが、電気料金を上げれば顧客は新電力へと

逃げてしまうのです。ですから現状では政府の低金

利政策に救われているだけの綱渡り状態なのです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 どう見てもこの資産と債務では一般的には「債務

超過」で倒産していてもおかしくはありません。福

島原発事故以後、原発依存度が 40％以上という九州

電力は代替え燃料費用で年間２千億円もの燃料費が

かかっていたので、毎年大幅な赤字でした。川内原

発が動き出した 2015年８、９月に再稼働した結果、

僅かながらの黒字決算が続いているので、融資元の

銀行団や保険会社は倒産させてはいません。倒産さ

せたら貸し付けている 3.1 兆円が返って来ないから

です。銀行団などは「いざとなれば政府が面倒を見

てくれる」という期待の元、なれ合いで現状維持し

ているだけなのです。 

 2011 年以降は毎年大幅な赤字決算だったのです

が、2015 年から 2017 年度にかけては毎年 500 億円

程度の黒字を確保しています。ただ川内原発１、２

号機と玄海原発３、４号機の再稼働のために安全対

策などに９千億円以上投下したため、年間 500億円

くらいの黒字では債務超過を解消するには焼け石に

水です。 

 しかも、原発には大きなリスクがつきまとってい

るのです。それは地震などで原発事故が起こる危険

性があることと、地震によって事故にならなかった

としても、他の原発で事故が起きたら、全国の原発

は一斉に停めて安全点検や新たな対策が必要になる

のです。ですから一旦止まったら再稼働まで何年も

の長期にわたって安全対策に取られてしまうので

す。実際に福島原発事故で、玄海原発は７年以上も

止まっていました。その他にもリスクがあります。

それは「司法リスク」です。原発運転差し止め裁判

で住民側が勝ったら、判決が覆されるまで止まるの

です。 
 
 

少子化と新電力で原発は無用の長物 
 

 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 上の九州電力の販売電力量のグラフを見てくださ

い。毎年のように電力販売量は減っています。2007

年に最高販売量を達成して以降、2011年の福島原発

事故で節電が広がってこれまで 10 年以上も電力販

売量は下がり続けているのです。このグラフは一昨

年のものですが、2016年度が 786億 kwhでしたが、

2017年度は 768億 kwhと、またまた販売量は減って

いるのです。なぜこんなに毎年電力販売量が下がっ

ているのでしょうか。 

 その１つが省エネの普及です。省エネ冷蔵庫や省

エネエアコンに何と言っても大きいのが LED 照明

の普及などがあるでしょう。それに新電力への乗り

換えで九州電力の「原発の電気はいりません」とい

うお客さんが増えたこともあるでしょう。 

 2018 年５月現在で九電から新電力への乗り換え

は低圧電力（一般家庭）で 6.5％です。東電管内で

14％。関西電力管内で 13％。全国平均では 10％です。

これに大口電力を加えると全国で 13.5％は新電力に

乗り替えているのです。新電力のシェアはまだまだ

増えていくことでしょうし、これから訪れる少子化

と人口減少で電力需要は減ることはあっても増える

ことはないでしょう。そんな時代に 20年以上に渡っ

て投資資金を回収するハリリスクの原発は投資先に

は不適格なのです。 
 
 

世界中の投資家は原発から撤退 
 
 日立が英国の原発輸出を諦めて、三菱はトルコの

原発輸出を諦めたように、日本の原発メーカーの東

芝は新規原発建設からは完全に足を洗いました。実

は日立も新規原発建設は諦めて、廃炉事業に舵を切



っているのです。日経新聞 2018年 12月 12日号によ

ると「米ゼネラル・エレクトリック（GE）と日立製

作所の原子力発電合弁会社、GE 日立ニュークリア

エナジー（GEH）は 10 日、原発の廃炉事業を手掛

ける米企業を買収すると発表。欧米で需要が増えて

いる廃炉ビジネスの拡大につなげる」とありました。

三菱重工も赤字部門の飛行機と原子力の縮小へと舵

を切るのは時間の問題です。 

 そして日立の会長で経済連の会長でもある中西会

長が正月会見で「国民が反対するものを民主国家で

はやることはでいない」とか「原発の国民的な議論

が必要だ」と私たち国民の大きな期待を寄せた方が、

安倍首相か菅官房長官に怒られたのか知りません

が、一転して１月 15日には「再稼働をどんどん進め

るべきだ」と言い、原自連（代表小泉純一郎）の河

合弘之事務局長が「公開議論をぜひ行いましょう」

と呼びかけても、「時期尚早ですからお断りします」

と、随分腰砕けになったようです。 

 日経新聞２月 14日号によると「足元では原発再稼

働は電力各社の収益にプラスだが、長期的にみると

原発のコスト競争力自体も揺らいでいる。米投資銀

行ラザードは世界の新設案件を比較し、18年時点で

原発のコストは石炭火力の約 1.5 倍と分析。欧州で

普及が進む太陽光や陸上風力発電と比べると約 3.5

倍の高さになる。」ここまで引用（日経新聞

2019/2/14）とあるように再エネ電力の普及がジワジ

ワと真綿で首を絞めるように効いているのです。１

兆円もの原発コストを 20 年で回収するなどあり得

ないのです。 

 日本の総理大臣がバカなのでそれに付き合わされ

ている経済界も可哀想ですが、身から出た錆です。

「原発ルネッサンス」とホラを吹きまる今井尚哉内

閣総理大臣秘書官に欺されてウエスティングハウス

（WH 社）を６千億円で掴まされた東芝は実質的に

倒産したように、もはや世界中の資本主義国家では

「原発は負の遺産」以外の何者でもないのです。安

倍政権に騙され続けている大手９電力会社も倒産の

憂うべき事態に至っても致し方のないことなので

す。「石炭から石油」へと産業構造が変化したよう

に「原発から再エネ」は歴史の必然なのですから。 

 

 


